
 

3 

第２章 東日本大震災に伴う調査結果 

第２章 東日本大震災に伴う調査結果 

第１節 東京都内における家具類の転倒・落下防止対策に関するアンケ
ート調査結果 

 東日本大震災において東京都内で最大震度５強が観測されたことを受け、家具類の転倒・落下

等に関するアンケート調査を実施した。 

１ 実施時期 

 平成２３年７月１日から平成２３年７月２７日まで 

２ 調査方法 

 東京消防庁管内の全消防署の消防職員による配布・回収 

３ 調査対象及び調査数 

⑴ 東京消防庁管内に居住する世帯（二人以上の世帯） １，２０６世帯 

⑵ 東京消防庁管内に所在する事業所 １，２２４事業所 

４ 東日本大震災時における都内の震度分布 

 図 2-1-1 に、東北地方太平洋沖地震の発生時（３月１１日１４時４８分）の地震計ネットワ

ーク観測情報に基づく被害予測システムによる震度予測分布図を示す。 

 

図 2-1-1 東北地方太平洋沖地震における都内震度分布予測図 

消防署 

消防署管轄区域 平成 23年 3 月 11日 14 時 48 分（被害予測システム） 
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５ 一般世帯アンケート調査結果 

⑴ 属性 

 アンケート調査回答者（世帯）属性を図 2-1-2から図 2-1-9に示す。 

 

 

⑵ 地震に対する備え 

 図 2-1-10は、震災前における地震に対する備えの実施状況を示したものであり、図 2-1-11
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図 2-1-7 居住建物階層（共同住宅） 
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図 2-1-8 居住階層（共同住宅） 
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図 2-1-9 耐震・免震・制振（共同住宅） 
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図 2-1-2 性別 
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図 2-1-3 年齢層 
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は各備え別に実施者の年齢構成を示したものである。 

 最も多く実施されている備えは「非常用食料・飲料水の備蓄」であり、７２％の世帯で実

施されている。次いで多い備えは避難場所の確認であり、６１％の世帯で実施している。普

段の生活の中で比較的着手しやすく、コストがかからない備えが実施されやすい傾向にある

と考えられる。 

 

 家具類の転倒・落下防止対策（以下「家具転対策」という。）については、５９％の世帯が

実施していたと回答している。 

 各備えを実施していると回答した年齢層比を見ると、各備えで６０歳以上の割合がほぼ半

数を占めていることが確認できる。特に「防災訓練・避難訓練への参加」では、回答者の５

８％が６０歳以上となっている。高齢層には就労・子育て世代より比較的生活時間に余裕が

あることが背景にあると推察され、防災訓練の参加者・参加層の増加のためには、必要性の

広報とともに、就労・子育て世代が参加しやすい曜日や時間帯、訓練時間を設定することが

必要であると考えられる。 

⑶ 家具転対策実施のきっかけ及び理由（動機） 

 図 2-1-12 及び図 2-1-13 は、震災前に家具転対策を実施していたと回答した世帯における

家具転対策を実施したきっかけと理由について示したものである。 

 家具転対策を実施したきっかけでは、「テレビ（報道）や本」といったマスコミによるもの

が最も多く、マスコミによる普及効果が高いことが示されている。また、「広報紙やパンフレ

ット」の配布や「防災訓練等」の機会を捉えた普及啓発の効果が高いと言える。一方で「行

政機関のホームページ」の割合は尐ない。 

 これらのことから、都民が家具転対策を実施するきっかけは受動的な情報によることが多

いということが示唆される。このため、マスコミなどに対し、普及啓発の協力について働き

かけを行うとともに、家具転対策の必要性を明示した広報紙やパンフレットを活用し、防災

訓練の機会などを捉え、職員が都民に直に接して家具転対策の実施を促すことが重要である

と考えられる。 
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図 2-1-10 地震に対する備え（震災前） 
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 家具転対策を実施した理由では、最も多い回答は「自分や家族を守るため」であり、次い

で多い回答が「簡卖にできるから」となっている。家具転対策の普及には、自助意識の向上

を図ると共に、対策の簡易性が重要であると言える。 

 一般世帯において震災前に家具転対策を実施していたと回答した世帯の家具転対策の実施

のきっかけと性別および年齢層について図 2-1-14に示す。 

 

 性別で見ると、最も多い「テレビ（報道）や本」（マスコミなど）の割合に大きな差はない

が、「他人（知人や友人）の勧め」では女性の方がやや高い割合を示している。また、「行政

の広報紙やパンフレット」では男性の方が高くなっている。 

 年齢別に見ると、最も多い「テレビ（報道）や本」の割合や「他人（知人や友人）の進め」

といったいわゆる「口コミ」の割合に大きな差はないが、「行政の広報紙やパンフレット」や

「防災訓練等」の割合は、防災訓練等へ参加することが多い年齢層を反映し、年齢層が高く

なるほど高くなる傾向を示している。また、「行政のホームページ」など、インターネットを

きっかけとする回答は、他の回答に比較して全ての年齢層で割合は低いが、年齢層が高くな

るほど割合が高くなる傾向が見られる。 
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2.3%

39.3%
36.1%
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16.8%

32.7%

48.5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

18～39歳 40～59歳 60歳以上

他人（知人や友人）の勧め

テレビ（報道）や本

行政の広報紙やパンフレット

行政機関のＨＰ

防災訓練等

(N=119) (N=251) (N=340)
∑N=710
年齢無回答:1
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図 2-1-14 家具転対策を実施したきっかけ（震災前） 

（年齢層別） （性別） 
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無回答

図 2-1-12 家具転対策を実施したきっかけ（震災前） 図 2-1-13 家具転対策を実施した理由（震災前） 

(N=711) (N=711) 
[世帯] [世帯] 
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⑷ 家具転対策を実施していた家具類 

 図 2-1-15 は、震災前において、家具転

対策を実施していた家具類について示し

たものである。食器棚やタンス、本棚など

重量家具に対する家具転対策の実施率が

高くなっており、寝室などに置かれるタン

スの転倒を防止し、就寝中の安全を図る意

識と、食器棚内の陶器などの収容物の落下

による負傷や、破損して避難障害になる危険を防止する意識によるものと推察される。 

 また、テレビへの対策実施率が高くなっている。これは、平成２３年７月に地上波デジタ

ル放送への完全移行に備え、近年多くの家庭で薄型テレビが普及しており、テレビの大型化

やテレビの買い替え時機に併せた家具転対策の実施によると推察される。 

⑸ 家具転対策を実施していなかった理由 

 図 2-1-16 は、震災前に家具転対策を

実施していなかった理由について示し

たものである。 

 家具転対策を実施していなかった理

由は、大きく２つの傾向が読み取れる。

一つは、地震時における家具類の転倒・

落下・移動に対する危険性を認知しない

傾向（「倒れても危険でないと思う」又

は「転倒・落下しないと思う」と回答し

たもの）であり、他方は、家具転対策の

実施によって生じる家具や壁への傷を忌避するものである。 

 また、「器具の販売場所がわからない」、「方法がわからない」など、家具転対策自体の不認

知を示唆する回答率は低いことから、家具転対策そのものの認知は普及しているものと考え

られる。 

⑹ 東日本大震災における家具類の転倒・落下・移動 

 震災における家具の転倒・落下・移動の有無及び家具の転倒・落下・移動による負傷者の

有無を図 2-1-17 に示す。なお、ここで「移動」とは、家具類が転倒せず概ね６０cm 以上移

動したことをいう。 

 家具類の転倒・落下・移動については、２２％の回答者が発生したと回答している。また、

家具類の転倒・落下・移動に起因する負傷があったと回答した回答者は２人であった。 

 図 2-1-18は、家具類別の転倒・落下・移動状況を示したものである。タンスや本棚、食器

棚など、重量のある家具が多く転倒していることが確認される。また、テレビの転倒・落下・

移動が多い。これは、地上波デジタルへの移行に伴う薄型テレビの普及が背景にあるものと

推定される。 

499

150

454

357

277

46

54

20

2

0 100 200 300 400 500 600

食器棚
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その他

無回答

図 2-1-15 家具転対策を実施していた家具類（震災前） 

(N=711) [世帯] 
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図 2-1-16 家具転対策を実施していなかった理由（震災前） 
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 テレビやタンスなど、重量物が転倒・落下・移動している一方で、家具類の転倒・落下・

移動による負傷者が多く発生していない

理由として、地震の発生した時間帯と、

地震の揺れ方の二つの要因が考えられる。 

 第一に、地震が発生した時間帯である。

地震が発生した時間は日中１５時前であ

ったことから、在宅していた人の数が尐

なかったと考えられる。さらに、在宅し

ていても、就寝時間帯や食事の用意をす

る時間帯でなかったため、タンスなどが

置かれる寝室や、食器棚や電子レンジな

どが置かれる台所に人がいなかったこと

が、負傷者が尐なかった要因と考えられ

る。 

 第二に、地震の揺れ方である。東北地

方太平洋沖地震は海溝型地震であったこ

とから、直下地震のように急激に短時間

で大きな震度に達せず、地震を感じてか

らから最大震度に達するまで数十秒の時間があったことが確認されている。図 2-1-19は、東

京都内における震度の時系列を示したものである。震度１の有感地震を記録してから、震度

５に達するまでは約１００秒の時間があったことが確認できる。このため、地震を感じてか

ら、家具の転倒・落下・移動が発生するまでに、危険を感じて家具類から離れる、テーブル

や机の下に身を隠すなどの身体防護措置をとることができたことから、負傷者が尐なかった

ものと推察される。 

図 2-1-17 家具類の転倒・落下・移動及び負傷者の有無 

（転倒・落下・移動の有無） （負傷者の有無） 

(N=1,206) 
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図 2-1-18 転倒・落下・移動した家具類 

(N=265) 
[世帯] 

図 2-1-19 震度時系列 （防災科学技術研究所） 
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 図 2-1-20は、階層別に家具類の転倒・落下・移動があった割合を示したものである。今回

の震災では、階層が高くなるほど家具類の転倒・落下・移動が多く発生していることが確認

できる。東日本大震災では、東京においても、０.５秒から２０秒の広い周期帯で強い速度応

答が確認されており、木造家屋（固有周期０.５秒以下）、低層建築物（同１秒前後）、高層ビ

ル（同数秒程度）など全て大きく揺れたと考えられる。（図 2-1-21）このため、高い階層に

おいて長周期震動が発生し、より多く家具類の転倒・落下・移動が発生したものと推察され

る。 

⑺ 震災後における家具転対策の実施状況等 

 図 2-1-22は、震災後の家具転対策の実施状況について示したものである。震災後、３８％

の世帯が「家具転対策を実施した」と回答しており、アンケート調査時点で「家具転対策を

実施していない」と回答した世帯においても、３７％の世帯で「実施しようと思う」と家具

転対策の実施意思を示している。また、図 2-1-23は、震災前に家具転対策を実施していなか

ったと回答した世帯において、震災後の家具転対策の実施状況を示したものである。「実施し

た」及び「実施しようと思う」と回答した世帯の割合を合せると７１％となり、震災後の防

災意識の向上を示唆する結果となっている。なお、震災前に家具転対策を実施していたと回

答した世帯及び震災前に家具転対策を実施していなかったが震災後に実施したと回答した世

帯による震災後の家具転対策の実施率は、本調査では６８％となった。 

 

37%

21%
1%

38%59%

3%

実施した 実 施 し て 
い な い 

実施しよう 

と思う 

実施しよう 

と思わない 

無回答 

488

40%
711
59%

7
1%

22%

49%

28%

1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

実施していた 

実 施 し て 
いなかった 

無回答 
実施していない 

（実施しようと

思わない） 

実施していない 

（実施しようと

思う） 

実施した 

無回答 

図 2-1-22 震災後の家具転対策実施状況 
図 2-1-23 震災後の家具転対策実施状況 

（震災前家具転対策実施なし） 

（震災前） 

(N=1,206) (N=1,206) 

(全体の 9％) 

図 2-1-20 階層別家具類の転倒・落下・移動発生割合 

16.8%

23.8%

31.9%

47.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1又は2階

(N=214)

3～5階
(N=202)

6～10階

(N=204)

11階以上
(N=36)

図 2-1-21 速度応答スペクトル （東京大学地震研究所） 

文京区（東大地震研）での記録をもとに

東大地震研が作成 

http://outreach.eri.u-tokyo.ac.jp 

周期 
0.1秒～0.5秒 

周期 
0.5秒～2秒 

周期 
2 秒～20秒 
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 震災後に家具転対策を実施した家具類

は、図 2-1-24 のとおりである。今回の震

災で多く転倒・落下・移動した「食器棚」、

「本棚」、「テレビ」に対し「家具転対策

を実施した」回答が多くなっている。ま

た、重量家具のタンスに対し家具転対策

を実施したとの回答が多い。 

 図 2-1-25は、震災後に「家具転対策を

実施した」又は「実施していないが、実

施しようと思う」と回答した世帯につい

て、その理由を示したものである。実施

理由は震災前に対策を実施していた理由

（図 2-1-13）と同様の傾向となっているが、震災後には、特に「自分や家族を守るため」の

回答が占める割合が多くなっている。対策を実施した（実施しようと思う）回答者では、震

災を通して、家具類の転倒・落下・移動による危険性への認知がより高くなったと言える。 

 震災後に家具転対策を実施した又は実施しようと思う（実施意思あり）と回答した世帯に

おいて、実施（実施意思あり）の理由に「自分や家族を守るため」を選択した世帯の世帯構

成を図 2-1-26 に示す。 

 全体に比較して、未就学児がいる世帯（０～５歳がいる世帯）と回答した世帯では、「自分

や家族を守るため」を選択した世帯の割合が多いが、高齢者がいる世帯（６５歳以上がいる

世帯）と回答した世帯における同割合はやや尐ない結果となった。 

193
69

123
129

177
49
47

38
14

0 50 100 150 200

食器棚
冷蔵庫
タンス

本棚
テレビ

パソコン
電子レンジ

その他
無回答

783

93

44

228

16

27

0 200 400 600 800

自分や家族を守るため

時間をかけずにできるから

お金がかからないから

簡単にできるから

その他

無回答

図 2-1-24 震災後の家具転対策実施家具類 図 2-1-25 家具転対策の実施理由（震災後） 

図 2-1-26 震災後家具転対策の実施意思ありと回答し
た世帯における「自分や家族を守るため」
と回答した割合 

68.0%

62.5%

63.4%

68.9%

62.3%

66.1%

68.6%

62.4%

64.9%

50% 55% 60% 65% 70% 75%

0～5歳が

いる世帯

65歳以上

がいる世帯

全体

割合

女割合

男割合
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 図 2-1-27は、震災前後を通して「対策を実施していない」（実施しよう思わない）と回答

した世帯におけるその理由を示したものである。震災前後において、対策を実施しない理由

の傾向に大きな差異は見受けられず、最も多い理由は危険性を認知しないことであり、次い

で多い理由は対策の実施に伴う家具や壁の傷の忌避となっている。それぞれの理由を性別・

年齢層別の割合で示すと、図 2-1-28及び図 2-1-29のとおりである。傷の忌避については、

性別による傾向に大きな差異はなく、若年層になるほど多い傾向を示している。他方、危険

性を認知しない割合は、男性では若年層になるほど高くなるが、女性では若年層及び高齢層

で高くなり、性別による傾向に差異が認められる。男性の場合は、大きな地震を体験してい

ない時間が長くなる高齢層ほど危険性への認知が低くなる一方、女性の場合は普段家に居る

ことが多く、子育て世代に該当する中間の年齢層が子供を守る意識などから危険性を認知す

る傾向にあることが要因の一つであると推察される。 

 これらのことから、家具転対策のより一層の普及を図るためには、危険性の認知の向上が

重要であるとともに、年齢層によって対策を実施しない理由が異なるため、普及対象の年齢

層に即した啓発・広報（例えば、若年層には、家具類・壁に傷を付けない対策に重点を置い

た案内等）を行うことが重要であると考えられる。 

⑻ 家具転対策器具の普及度等 

 図 2-1-30 は、家具転対策器具の認知及

び使用状況について示したものである。代

表的な対策器具（Ｌ型金具、ポール式器具、

マット式）の認知度は高く、代表的な家具

転対策の実施方法については広く認知さ

れてきていると言える。 

 使用については、ポール式器具及びマッ

ト式など、家具や壁に傷を付けない器具が

6.1%

4.5%

3.4%

4.8%

1.7%

0.7%

5.4%

2.9%

1.9%

0% 2% 4% 6% 8%

18～39歳

40～59歳

60歳以上 全数割合

女割合

男割合

(N=530)

(N=414)

(N=260)

5.3%

5.7%

6.9%

6.2%

1.7%

5.0%

5.8%

3.4%

5.8%

0% 2% 4% 6% 8%

18～39歳

40～59歳

60歳以上

全数割合

女割合

男割合

(N=530)

(N=414)

(N=260)

4.4%
13.3%

25.9%
1.5%

3.7%
4.4%

11.9%
8.9%

21.5%

29.6%12.6%
20.0%

1.5%

0% 10% 20% 30%

家具の見た目が悪くなる
家具に傷をつける
壁に傷をつける

対策器具の販売場所がわからない
方法がわからない

時間がかかる
お金がかかる
むずかしそう

倒れても危険でない
転倒・落下しない
効果がないと思う

その他
無回答

図 2-1-27 家具転対策を実施しない理由 

（震災前「対策を実施していない」かつ震災後「対策を

実施しようと思わない世帯、複数回答） 

図 2-1-28 傷の忌避（性別・年齢層別）回答率 

図 2-1-29 危険性を認知しない（性別・年齢層別）
回答率 

危険性を認知しない 

傷の忌避 

(N=135) 

79%

78%

36%

65%

45%

27%

4%

22%

31%

8%

30%

7%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

L型金具

ポール式

ベルト式

マット式

チェーン式

上置家具

無回答

認知

使用

図 2-1-30 家具転対策器具の認知・使用状況 
(N=1,206) 
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他の器具と比較して多く使われている傾向が確認できる。 

⑼ 建物構造と家具類の転倒・落下・移動の発生割合 

 １１階建て以上の共同住宅における構

造と家具類の転倒・落下・移動の発生割合

を図 2-1-31に示す。 

 本調査では、家具類の転倒・落下・移動

の発生割合については、耐震構造に比較し

て免震構造では低い一方で、制振構造では

高い結果となった。なお、免震構造や制振

構造の有無についてわからないなどの回

答率が多く、本調査からは居住者が建物の

構造について意識が高いとは言えないこ

と、構造の区別等を正確に理解していない

可能性があることに注意が必要である。 

６ 事業所アンケート調査結果 

⑴ 属性 

 アンケート調査回答者（事業所）属性を図 2-1-32 から図 2-1-39 に示す。 

 

図 2-1-32 事業所規模（人数） 

12%

12%

17%

11%8%

6%

12%

21%

1%
5人未満

5～9人

10～19人

20～29人

30～39人

40～49人

50～99人

100人以上

無回答

6%

11%

5%

5%

17%

8%8%

7%

18%

3% 10%

2%
建設業

製造業

情報通信業

運輸業

卸売・小売業

金融・保険業

医療・福祉業

教育・学習支援業

サービス業

不動産業

その他

無回答

図 2-1-33 業種 

(N=1,224) (N=1,224) 

63%

19%

6%

11%

1%

営業所・事務所

店舗

工場・作業場・倉庫

その他

無回答

図 2-1-34 事業形態 

(N=1,224) 

49%50%

1%

自社屋・グループ所有

賃貸・テナント

無回答

(N=1,224) 

図 2-1-35 建物所有形態 

23.3%

36.4%

32.5%

25.4%

0% 10% 20% 30% 40%

図 2-1-31 構造と転倒・落下・移動の発生割合 
（11階建て以上の共同住宅） 

どちらでもない 
わからない 

無回答 

耐震 

制振 

免震 

(N=67) 

(N=83) 

(N=11) 

(N=43) 
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⑵ アンケート調査（事業所）におけるオフィス家具類等のイメージ 

 本アンケート調査におけるオフィス家具類のイメージは図 2-1-40のとおりである。 

 
⑶ オフィス家具類等の家具転対策の実施状況（震災前） 

 図 2-1-41に震災前における家具転対策の実施状況を示す。震災前において、事業所にある

何らかのオフィス家具類に対し、家具転対策を実施していたと回答した事業所は５６％であ

った。 

書棚 キャビネット 更衣ロッカー パーティショ
ン 

パソコン コピー機 

サーバ テレビ 冷蔵庫 スチールラック 机 商品陳列棚 

図 2-1-40 オフィス家具類等のイメージ 

42%

28%

11%

4%

2% 13%

0%

1又は2階

3～5階

6～10階

11～14階

15階以上

複数階層

無回答

26%

59%

13%

2%

1981年より前

1981年以降

わからない

無回答

図 2-1-36 事業所建物の建築時期 

(N=1,224) 

19%

33%
29%

5%

13%

1%

1又は2階建て

3～5階建て

6～10階建て

11～14階建て

15階建て以上

無回答

図 2-1-37 事業所建物階層 

(N=1,224) 

図 2-1-38 事業所所在階層 

(N=1,224) 

10%

5%

46%
15%

24%
免震構造

制振構造

耐震構造

どちらでもない

わからない・無回答

図 2-1-39 耐震・免震・制振 

(N=1,224) 
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 図 2-1-42は、オフィス家具類別の家具転対策の実施状況を示したものである。書庫やキャ

ビネットなど、重量オフィス家具に対する実施率が高くなっている。また、高さがあり、揺

れに対する安定感が小さいとともに、従業員等が直近にいることがある更衣ロッカーの実施

率も高くなっている。 

 情報機器では、サーバラックの実施率が高い。これは、震災時にサーバの損傷によって事

業に重要なデータの損失を防ぐとともに、被災地外の関係事業所等と情報連絡の途絶を防ぐ

など、事業継続に対する危機意識によるものと推察される。 

⑷ 家具転対策実施のきっかけ及び理由（動機） 

 図 2-1-43 及び図 2-1-44 は、震災前に家具転対策を実施していたと回答した事業所におけ

る家具転対策を実施したきっかけと理由について示したものである。 

 家具転対策を実施したきっかけは、一般世帯の結果と同様の傾向を示しており、「テレビ（報

道）や本」といったマスコミによるものが最も多く、次いで広報紙やパンフレットによるも

のが多い。一方で「行政機関のホームページ」の割合は尐ない。 

 家具転対策を実施した理由では、最も多い回答は「社員や顧客の安全のため」である。オ

フィス家具類等の転倒・落下・移動による受傷危険性の認知が、家具転対策を実施する大き

な要因になっていると言える。また、次いで多い回答は、「事業継続ため」であり、オフィス

家具類や情報機器の転倒・落下・移動による重要書類の散乱や重要データの滅失など事業継

続障害に対する危機意識も、家具転対策の動機になっているものと推察される。 

 

 

12.1%

26.3%

23.8%

6.3%

8.4%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

知人や取引先の勧め

報道等マスコミ

行政機関の広報誌・パンフ

行政機関HP

本社指示・社内規定等

81.2%

27.5%

6.2%

2.2%

11.9%

21.3%

6.8%

2.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

社員・顧客の安全のため

事業継続のため

時間をかけずにできる

お金がかからない

簡単にできる

防災計画に定められている

その他

無回答

図 2-1-43 家具転対策を実施したきっかけ（震災前） 図 2-1-44 家具転対策実施理由（震災前） 

(N=680) (N=680) 

46.3%
39.8%

30.0%
23.5%

9.3%
10.2%

36.2%
24.1%

7.1%
27.2%

6.7%
22.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

書棚(999)

キャビネット(988)

更衣ロッカー(930)

パーテション(711)

パソコン(1,132)

コピー機(1,064)

サーバラック(539)

テレビ(959)

冷蔵庫(1,036)

スチールラック(777)

机(1,117)

商品陳列棚(275)

図 2-1-41 家具転対策実施状況（震災前） 図 2-2-1-42 家具転対策実施家具類（震災前） 

680
56%

529

43%

15

1%

(N=1,224) 

実施していた 

実施して 

いなかった 

無回答 

（震災前） 
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⑸ 家具転対策を実施していなかった理由 

 図 2-1-45は、震災前にオフィス家具類

の家具転対策を実施していないと回答し

た事業所におけるその理由を示したもの

である。 

 図 2-1-45 から、実施していなかった

理由に二つの傾向が読み取れる。一つは

危険性を認知しないこと認知であり、他

方は時間やコストなど、対策実施に伴う

手間などを忌避するものである。 

 一方、器具の販売場所・方法の不明な

ど理由は比較的低い回答率となっており、事業所においても、家具転対策そのものの認知は

普及しているものと考えられる。 

⑹ 東日本大震災における家具類の転倒・落下・移動 

 東日本大震災におけるオフィス家具類の転倒・落下・移動の有無及びそれらによる負傷者

の有無を図 2-1-46に示す。 

 オフィス家具類の転倒・落下・移動については、２０％の事業所があったと回答している。

また、オフィス家具類の転倒・落下・移動により負傷者があったと回答した事業所は３事業

所であった。 

 図 2-1-47は、オフィス家具類別の転倒・落下・移動の状況を示したものである。商品陳列

棚の転倒・落下が多く、書庫やキャビネット、スチールラックなどの重量什器の転倒・落下

があったことも確認できる。 

 なお、１６％の事業所が、机やキャビネットなどの引き出しの飛び出しがあったと回答し

ている。 

 

 図 2-1-48 は、階層別にオフィス家具類の転倒・落下・移動があった割合を示したものである。

転倒・落下については、低い階層に比較して高い階層における発生割合が多い傾向があり、特に

６階から１０階において最も多く発生している。これは、高層のオフィスビルが二次モードで揺

れた可能性を示唆するものと考えられる。また、移動については、高い階層になるほど発生確率

6%

4%

2%

3%

4%

1%

2%

3%

1%

4%

2%

12%

1%

2%

1%

2%

1%

2%

1%

1%

0%

2%

1%

2%

0% 5% 10% 15%

書棚(N=999)

キャビネット(N=988)

更衣ロッカー(N=930)

パーテショ ン(N=711)

パソコン(N=1,132)

コピー機(N=1,064)

サーバラック(N=539)

テレビ(N=959)

冷蔵庫(N=1,036)

スチールラック(N=777)

机(N=1,117)

商品陳列棚(N=275)

図 2-1-46 家具類の転倒・落下・移動及び負傷者の有無 図 2-1-47 転倒・落下・移動した家具類 

転倒・落下 

移動 

239
20%

955
78%

30
2%

3

230

6

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

(N=1,224) 

なかった 

あった 

無回答 

負傷者あり 

負傷者なし 

無回答 

（転倒・落下・移動の有無） （負傷者の有無） 

6.6%

5.3%

15.7%

4.2%

11.3%

17.2%

22.5%

7.9%

19.1%

36.3%

3.8%

16.3%

5.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

見た目が悪くなる

家具に傷を付ける

壁に傷を付ける

器具の販売場所が不明

方法がわからない

時間がかかる

お金がかかる

難しそう

倒れても危険でないと思う

転倒・落下しないと思う

効果がないと思う

その他

無回答

図 2-1-45 家具転対策を実施していなかった理由（震災前） 

(N=529) 

手間・コスト忌避 

危険性を認知しない 
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が高く、長周期によるゆっくりとした振幅の大きな揺れが高い階層で発生したことによると推察

される。本アンケート調査においては、特にキャビネット、コピー機及び机に上記の傾向が強く

確認されており、高い階層においては、従来転倒の危険が尐ないと考えられてきた重心の低い机

や重量のあるコピー機なども転倒や落下することにより、負傷危険に加え、移動による避難障害

が発生する危険があると言える。 

 

⑺ 東日本大震災後における家具転対策の実施状況等 

 図 2-1-49は、震災後の家具転対策の実施状況について示したものである。震災後、３１％

の事業所が「家具転対策を実施した」と回答しており、アンケート調査時点で「家具転対策

を実施していない」と回答した事業所においても、４４％で「実施しようと思う」と家具転

対策の実施意思を示している。また、図 2-1-50は、震災前に家具転対策を実施していなかっ

たと回答した事業所において、震災後の家具転対策の実施状況を示したものである。「実施し

た」及び「実施しようと思う」と回答した事業所の割合を合せると７１％となり、震災後の

防災意識の向上を示唆する結果となっている。なお、震災前に家具転対策を実施していたと

回答した事業所及び震災前に家具転対策を実施していなかったが、震災後に実施したと回答

した事業所による震災後の家具転対策の実施率は、本調査では６３％となった。 

 

44%

23%
1%

31%

67%

2%

529
43%

680
56%

15

1%

16%

55%

26%

2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%
無回答 

実施していない 

（実施しようと

思わない） 

実施していない 

（実施しようと

思う） 

実施した 

(全体の 7％） 

無回答 

実 施 し て 
いなかった 実施していた 

（震災前） 

実施して 
い な い 

実施した 

実施しよう

と思う 

実施しよう

と思わない 

無回答 

図 2-1-49 震災後の家具転対策の実施状況 
図 2-1-50 震災後の家具転対策の実施状況 

（震災前家具転対策なし） 

(N=1,224) (N=1,224) 

10.2%

12.8%

26.9%

17.1%

4.6%

5.8%

9.1%

13.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

1又は2階

3～5階

6～10階

11階以上

【全体】 

転倒・落下 

移動 

3%

4%

13%

13%

2%

4%

6%

13%

0% 10% 20% 30%

1～2階

3～5階

6～10階

11階以上

キャビネット

1%

2%

3%

2%

2%

3%

3%

12%

0% 5% 10% 15%

1～2階

3～5階

6～10階

11階以上

コピー機

1%

3%

5%

2%

2%

2%

2%

4%

0% 2% 4% 6% 8%

1～2階

3～5階

6～10階

11階以上

机

（キャビネット） （コピー機） （机） 

図 2-1-48 階層別家具類の転倒・落下・移動発生割合 
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 図 2-1-51は、震災後に家具転対策を実施したと回答した事業所について、家具類別に家具

転対策の実施率を示したものである。書棚やキャビネット、スチールラックなど重量什器に

対する対策を実施したと回答した事業所が多く、また、震災で転倒割合が高かった商品陳列

棚に家具転対策を実施したと回答した事業所も多い。 

 

 図 2-1-52は、震災後に「家具転対策を実施した」又は「実施していないが、実施しようと

思う」（実施意思あり）と回答した事業所におけるその理由を示したものである。実施又は実

施意思ありの理由については、震災前と同様の傾向が見られ、「社員・顧客を守るため」が最

も多く、次いで「事業継続のため」が多くなっている。 

 図 2-1-53は、震災後に家具転対策を実施しておらず、また、「実施しようと思わない」（実

施意思なし）と回答した事業所におけるその理由を示したものである。家具転対策の実施意

思がない理由についても、震災前と同様の傾向を示しており、危険性を認知しないことが最

も多い理由であり、次いで手間・コストの忌避が多い理由となっている。 

 危険性を認知しないことと事業所規模（人数）の関係を示したものが図 2-1-54である。危

険性を認知しないことの割合は小規模事業所に高い傾向が見られる。特に小規模事業所に対

する家具転対策の重要性（家具転倒・落下・移動による被害の発生危険）について周知して

いくことが重要であると考えられる。 

2.7%

3.4%

2.6%

1.6%

0% 1% 2% 3% 4%

営業所・事務所(N=767)

店舗(N=236)

工場・作業場・倉庫(N=77)

その他(N=129)

8.0%

5.8%

16.8%

2.2%

4.4%

15.3%

16.8%

5.1%

35.0%

41.6%

9.5%

12.4%

2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

見た目が悪くなる

家具に傷を付ける

壁に傷を付ける

器具の販売場所が不明

方法がわからない

時間がかかる

お金がかかる

難しそう

倒れても危険でないと思う

転倒・落下しないと思う

効果がないと思う

その他

無回答

図 2-1-53 家具転対策を実施しない理由 
（震災前「対策を実施しない」かつ震災後「対策を実

施しようと思わない） 

図 2-1-51 震災後の家具転対策実施家具類 図 2-1-52 家具転対策を実施した理由 

危険性を認知しない 

手間・コスト忌避 

図 2-1-54 危険性を認知しない（規模別）回答率 

図 2-1-55 手間・コスト忌避（業態別）回答率 

42%

34%

22%

10%

16%

13%

9%

25%
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27%
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27%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

書棚(N=330)

キャビネット(N=322)

更衣ロッカー(N=301)

パーテション(N=260)

パソコン(N=358)

コピー機(N=340)

サーバラック(N=204)

テレビ(N=310)

冷蔵庫(N=336)

スチールラック(N=272)

机(N=348)

商品陳列棚(N=91)

91.5%

31.0%

4.7%

2.4%

11.2%

3.0%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

社員・顧客の安全のため

事業継続のため

時間をかけずにできる

お金がかからない

簡単にできる

その他

無回答

(N=137) 

(N=381) (N=919) 

23.6%

11.1%

8.2%

3.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

10人未満(N=296)

10～29人(N=343)

30～49人(N=171)
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 また、図 2-1-55は手間・コスト忌避と業態別の関係を示したものであり、店舗が最も多い

傾向が確認される。店舗では営業時間中に家具転対策の実施を行うことが困難であるととも

に、商品の入れ替えや売り場の模様替えなどが多く、家具転対策を実施しにくい環境が背景

にあるものと推察される。 

⑻ 建物構造と家具類の転倒・落下・移動の発生割合 

 １５階建て以上の建物に入っている１５４の事業所について、構造別に家具類の転倒・落

下・移動があったと回答した事業所の割合を図 2-1-56 に示す。 

 耐震構造に比較して、制振構造及び免震構造の建物では、家具類の転倒・落下・移動の発

生割合は低く、耐震構造での発生割合に比較して、制振構造では１０.９ポイント、免震構造

では９.４ポイント低い結果となった。 

 

７ 本調査のまとめ 

⑴ 震災後の家具転対策の重要性の認識向上 

本調査においては、震災後、一般世帯では家具転対策の実施率が５９％から６８％、事業

所では５６％から６３％に向上している。これは本震の経験に加え、その後続いた余震を経

験したことにより、地震に対する危機意識が大きくなったことによると考えられる。 

⑵ 東日本大震災における家具類の転倒・落下・移動状況等 

家具類の転倒・落下・移動は、一般世帯及び事業所において、概ね２割発生した。一般世

帯では食器棚、本棚及びテレビが多く転倒・落下・移動し、事業所では商品陳列棚、書棚、

キャビネットが多く転倒・落下・移動している。 

本調査では、今回の震災において、低い階層に対し高い階層の方が家具類の転倒・落下・

移動の発生割合が高い傾向が確認された。特に家具類の移動については、高い階層になるほ

ど発生割合が高いことが確認された。これは、東北地方太平洋沖地震が東京から遠距離にお

いて発生した典型的な海溝型地震であり、東京の高層建物に長周期地震動を発生させたこと

も一因と考えられる。今般、東京においても海溝型地震である東海・東单海・单海地震など

の発生が危惧されていることから、今後長周期地震動に対する室内安全対策（長周期地震動

に対する備え・長周期地震動に対する安全行動）を検討していく必要がある。 

 

13.3%

11.8%

22.7%

6.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

免震

制振

耐震

どちらでもない

わからない

無回答

(N=30)

(N=34)

(N=75)

(N=15)

10.9 ポイント 

9.4 ポイント 

図 2-1-56 構造別家具類の転倒・落下・移動発生割合（15階以上建物） 
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⑶ 家具類の転倒・落下・移動による負傷者が尐ない理由 

今回の地震では、地震規模、建物被害数に比べ、負傷者が尐ない主な理由として次の２点

があげられる。 

１つ目に、地震が発生した時間帯が日中１５時前であったことから、在宅していた人の数

が尐なく、就寝時間帯や昼食時間帯でなかったため、寝室や台所に人がいなかったことが、

負傷者が尐なかった要因であると考えられる。 

２つ目に、今回の地震は海溝型地震であったことから、直下地震のように急激に短時間で

大きな震度に達せず、地震を感じてからから最大震度に達するまで数十秒のリードタイムが

あった。このため、地震を感じてから、家具の転倒・落下・移動が発生するまでに、家具類

から離れるなどの身体防護措置をとることができたものと推察される。このことから、地震

時における家具類の転倒・落下・移動による負傷者を軽減するためには、事前の対策実施の

推進に加え、地震時には初期の震度規模で安全を判断することなく、必ず身の安全を図る必

要を重ねて指導していくことが効果的である。（地震発生時には、直下地震か海溝型地震かを

即時に判断することは不可能であり、海溝型地震の場合には、時間の経過とともに震度が大

きくなっていく可能性があるため） 

⑷ 家具転対策実施の主な実施理由と家具転対策実施家具 

家具転対策実施の理由については、震災の前後において、一般世帯及び事業所の双方で傾

向に大きな差異は認められない。 

一般世帯において最も多い回答は「自分や家族を守るため」であり、家具類の転倒・落下・

移動により負傷を防ぐという意識が対策の実施に直接結びついていることが窺える。また、

「簡卖にできるから」の理由も多く、家具転対策の動機付けには、地震時に自分や家族の負

傷を避けるためには、家具転対策が重要であること及び家具転対策は難しいものではないこ

とを示していくことが重要であると言える。 

事業所において最も多い回答は「従業員や顧客を守るため」であり、事業所においても、

家具類の転倒・落下・移動により負傷を防ぐという意識が対策の実施に直接結びついている

ことが窺える。併せて「事業継続のため」の回答も多く、事業所に対する家具転対策の動機

付けには、従業員や顧客の負傷を防ぐとともに、震災後の事業継続のため、人的資源に加え、

重要な書類やデータの保護など経営資源の保護のためにも必要であることを示していくこと

が重要であると言える。 

震災後に家具転対策を実施した家具類では、一般世帯では「食器棚」、「タンス」が最も多

い。これは、就寝中の安全や食器棚内のガラスや陶器の落下による負傷を防ぐ意識のためと

推察される。また、「テレビ」への対策実施率が高い。近年、多くの家庭で薄型テレビが普及

しており、買い替え時機に併せて対策を実施したものと推察される。また、事業所では「書

棚」、「キャビネット」、「スチールラック」などの重量什器に加え、今回の震災で転倒・落下・

移動したと回答した事業所の割合が多かった「商品陳列棚」の実施率が高い結果となった。 

⑸ 家具転対策未実施の理由 

対策を実施しない理由についても、震災の前後において、一般世帯及び事業所の双方で傾

向に大きな差異は認められない。 
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一般世帯において家具転対策を実施しない理由は、家具類の転倒・落下・移動の危険性を

認知していないこと及び家具転対策の実施に伴う家具や壁の傷を忌避することによるもので

ある。危険性を認知しないことは若年層及び高齢層に高い傾向にあり、それぞれの世代に対

し、理解しやすい危険性（地震発生時の室内被害の映像資料や地震動シミュレーターによる

リアリティのある地震体験など）の周知が課題であると言える。また、傷の忌避については、

若年層になるほど高い傾向があることから、若年層に対しては、危険性の周知に併せ、家具

や壁の傷を伴わない対策方法もあることを周知していくことが効果的であると考えられる。 

事業所においても、家具転対策を実施しない理由は、危険性を認知しないことであり、特

に人数規模が小さい事業所にその傾向が高い。このことから、小規模事業所に対する家具転

対策の普及啓発が重要であると言える。また、手間・コストの忌避を理由とする回答が特に

店舗に多いことから、店舗に対し家具転対策の重要性を重点的に指導していく必要があると

言える。 

⑹ マスコミや広報誌、防災訓練での啓発が有効 

家具転対策実施のきっかけで最も多いものは、「テレビ（報道）や本」であり、マスコミな

どによる住民への周知効果が高い。このため、年齢層に即した広報媒体による広報を行って

いくことが重要である。また、次いで多い回答は「行政の広報紙やパンフレット」と「防災

訓練等」であり、行政広報誌や防災訓練等の防災イベントに併せた積極的な広報が、効果的

な啓発であると言える。 
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第２節 東日本大震災に伴う宮城県・福島県内陸部におけるアンケート
調査結果 

 東日本大震災における被災地調査において、調査地域を管轄する消防本部の協力を得て、家具

類の転倒・落下等に関するアンケート調査を実施した。 

 

１ 実施時期 

 平成２３年６月 

２ 実施場所及びアンケート調査数（回答数） 

 調査地域における管轄消防本部及びアンケート調査数（回答数）を表 2-2-1に示す。 

 また、調査地域の位置及び震度分布は、図 2-2-1のとおりである。 

 

表 2-2-1 調査地域管轄消防本部及び調査数（回答数） 

県 管轄消防本部 （調査数）回答数 

宮城県 

栗原市消防本部 （栗原市） 96 

1,188 
大崎地域広域行政事務組合消防本部 

（大崎市、加美町、色麻

町、美里町、涌谷町） 
1,092 

福島県 

須賀川地方広域消防本部 

（須賀川市、鏡石町、天

栄町、石川町、玉川村、

平田村、浅川町、古殿町） 

36 

255 

郡山地方広域消防組合消防本部 
（郡山市、田村市、三春

町、小野町） 
219 
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３ 実施結果 

⑴ 属性 

 アンケート調査回答者（世帯）属性を図 2-2-2から図 2-2-7に示す。 

 

男性

640
54%

女性

526
44%

無回答

22
2%

男性

女性

無回答

(N=1,188) (N=255) 【栗原・大崎】 【郡山・須賀川】 

3%

8%

18%

15%
28%

17%

9%

2%
18～24歳

25～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

無回答

8%

11%

18%

21%

27%

11%

4% 0%
18～24歳

25～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

無回答

図 2-2-3 年齢 
(N=255) 【栗原・大崎】 【郡山・須賀川】 (N=1,188) 

図 2-2-2 性別 

男性

110
43%

女性

143
56%

無回答

2
1%

男性

女性

無回答

栗原市消防本部 

大崎地域広域行政事務組合消防本部 

郡山地方広域消防組合消防本部 

須賀川地方広域消防本部 

推計震度分布図（東北地方太平洋沖地震）気象庁 

図 2-2-1 調査地域における震度分布（3 月 11日本震） 

【栗原・大崎】 

【栗原・大崎】 【郡山・須賀川】 

【栗原・大崎】 
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11%

26%

92%

31%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0～5歳がいる

6～18歳がいる

19～64歳がいる

65歳以上がいる

19%

24%

84%

50%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0～5歳がいる

6～18歳がいる

19～64歳がいる

65歳以上がいる

【栗原・大崎】 【郡山・須賀川】 (N=242) (N=1,174) 

86%

5%

1%

7%

0%
0% 1%

戸建（持家）

戸建（借家）

アパート・マンション

（分譲）
アパート・マンション

（賃貸）
社宅

その他

69%

5%

7%

17%

0%
1% 1%

戸建（持家）

戸建（借家）

アパート・マンション

（分譲）
アパート・マンション

（賃貸）
社宅

その他

(N=1,188) 【栗原・大崎】 【郡山・須賀川】 (N=255) 

図 2-2-4 世帯構成 

図 2-2-5 自宅所有形態 

72%

13%

1%
6%

0%

8% 1又は2階建て

3～5階建て

6～10階建て

11～14階建て

15階建て以上

無回答

47%

15%

14%

15%

1%

8% 1又は2階建て

3～5階建て

6～10階建て

11～14階建て

15階建て以上

無回答

図 2-2-6 居住建物階層（共同住宅） 

【栗原・大崎】 【郡山・須賀川】 (N=94) (N=64) 

72%

11%

1%

4% 0%

12%
1又は2階

3～5階

6～10階

11～14階

15階建て

無回答

53%

14%

17%

4%

0%

12%
1又は2階

3～5階

6～10階

11～14階

15階建て

無回答

図 2-2-7 居住階層（共同住宅） 

【栗原・大崎】 【郡山・須賀川】 (N=94) (N=64) 
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⑵ 地震に対する備え（東日本大震災前） 

 図 2-2-8 及び図 2-2-9 は、地震に対する備えの実施状況に対する回答率である。最も多い

備えは栗原・大崎地域と郡山・須賀川地域で一致しており、｢非常用食料・飲料水の備蓄」で

あった。次いで多い備えは、栗原・大崎地域では家具転対策であり、郡山・須賀川地域では

風呂水の貯め置きとなっている。非常用食料・飲料水の準備は、日常の中で比較的着手しや

すい対策であることから、同対策の実施率が高くなっているものと考えられる。また、両地

域とも、風呂水の貯め置きが高い実施率を示しており、トイレなどのための生活用水の確保

や火災（地震時の大火を含む。）に対する警戒心が高いことが窺える。 

 家具転対策では、栗原・大崎地域が、震災前の実施率が５３％と高い一方で、郡山・須賀

川地域では２２％と低い。栗原・大崎地域は、過去に宮城・内陸地震など地震を多く経験し

ている地域である一方、郡山・須賀川地域は、従来、地元住民の間で地盤が固く地震が尐な

い地域であると言われてきており、住民の地震への意識が、家具転対策の実施率に大きな差

が生じさせていたものと考えられる。また、地震を多く経験している栗原・大崎地域の方が

防災訓練の必要性を認知していることが窺える。 

 

⑶ 家具転対策を実施したきっかけ及び対策を実施していた理由 

 図 2-2-10 に家具転対策を実施したきっかけ、図 2-2-11 に家具転対策を実施していた理由

の回答率を示す。 

 栗原・大崎地域及び郡山・須賀川地域の双方において、家具転対策実施のきっかけで最も

多いものは、「テレビ（報道）や本」であり、マスコミなどによる周知が住民の対策実施意思

631
53%

549
46%

8
1%22.1%

31.4%

57.0%

45.2%

34.4%

1.6%

53.1%

6.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

住まいの耐震補強

防災訓練・避難訓練への参加

非常用食料・飲料水の備蓄

風呂水の貯め置き

避難場所の確認

その他

家具類の転倒・落下防止

無回答

図 2-2-9 地震に対する備え及び家具転対策の実施状況【須賀川・郡山】 

55

22%

197
77%

3
1%

実施して 
いた 

実施して 

いなかった 

 

無回答 

(N=255) 

(N=1,188) 図 2-2-8 地震に対する備え及び家具転対策の実施状況【栗原・大崎】 

実施していた 
実施して 

いなかった 

 

無回答 

10.2%

8.2%

50.6%

41.2%

31.0%

3.5%

21.6%

14.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

住まいの耐震補強

防災訓練・避難訓練への参加

非常用食料・飲料水の備蓄

風呂水の貯め置き

避難場所の確認

その他

家具類の転倒・落下防止

無回答

（家具転対策の実施状況） 

（家具転対策の実施状況） 
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に高い効果を示しているものと考えられる。栗原・大崎地域において次いで多い回答は「行

政の広報紙やパンフレット」と「防災訓練等」であり、行政による紙面や防災訓練等の防災

イベントに併せた積極的な広報が、対策の実施意思に対し効果的に作用していると考えられ

る。 

 家具転対策を実施していた理由は、両地域で同様の傾向を示している。最も多い回答は、

「自分や家族を守るため」であり、家具類の転倒・落下により負傷を防ぐという意識が対策

の実施に直接結びついていることが窺える。対策の未実施者に対し、地震時に室内で負傷し

ないために対策が重要であることをより一層広報していくことが重要である。 

 また、他の回答の中では、「簡卖にできるから」、「時間をかけずにできるから」の回答が多

い。対策の簡易性が実施行動に影響を及ぼすことが確認され、対策普及には簡易性が重要で

あると言える。 

 

⑷ 家具転対策を実施していた家具 

 図 2-2-12に、家具類別の家具転対策の実施状況を示す。家具転対策を実施していた家具類

では、「食器棚」、「タンス」が最も多い。これは、寝室などに置かれるタンスの転倒を防止し、

就寝中の安全を図る意識と、食器棚内の陶器などの収容物の落下による負傷及び破損して避

難障害になる危険を防止する意識によるものと推察される。 

 また、「食器棚」と「タンス」に次いで、「テレビ」への対策実施率が高くなっている。こ

れは、平成２３年７月に地上波デジタル放送への完全移行に備え、近年多くの家庭で薄型テ

レビが普及しており、テレビの買い替え時機に併せた家具転対策の実施によると推察される。 

83.8%

7.8%

4.5%

20.4%

2.2%

4.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自分や家族を守るため

時間をかけずにできるから

お金がかからないから

簡単にできるから

その他

無回答

18%

56%

4%

0%

2%

16%

9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

他人（知人や友人）の勧め

テレビ（報道）や本

行政の広報紙やパンフレット

行政機関のＨＰ

防災訓練等

その他

無回答

 
19%

56%

27%

4%

22%

11%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

他人（知人や友人）の勧め

テレビ（報道）や本

行政の広報紙やパンフレット

行政機関のＨＰ

防災訓練等

その他

無回答

【栗原・大崎】 【須賀川・郡山】 (N=631) (N=55) 

図 2-2-10 家具転対策を実施したきっかけ（震災前） 

67.3%

9.1%

3.6%

34.5%

5.5%

5.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自分や家族を守るため

時間をかけずにできるから

お金がかからないから

簡単にできるから

その他

無回答

図 2-2-11 家具転対策を実施していた理由（震災前） 

【栗原・大崎】 【須賀川・郡山】 (N=631) (N=55) 
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69%

15%

70%

42%

62%

11%

8%

1%

0% 20% 40% 60% 80%

食器棚

冷蔵庫

タンス

本棚

テレビ

パソコン

電子レンジ

その他

47%

13%

44%

38%

49%

9%

5%

2%

0% 20% 40% 60% 80%

食器棚

冷蔵庫

タンス

本棚

テレビ

パソコン

電子レンジ

その他

 
⑸ 家具転対策を実施していなかった理由 

 図 2-2-13に、震災前に家具転対策を実施していなかった回答者における「対策を実施して

いなかった理由」の回答率を示す。 

 両地域において、最も多い回答率は「転倒・落下しない」であり、「倒れても危険でない」

の回答率も高いことから、家具類の転倒・落下に対する危険性を認知しないことが、家具転

対策を実施していなかった理由であることが確認される。 

 また、「壁に傷をつける」、「家具に傷をつける」など、対策実施に伴う傷の忌避が対策を実

施しない理由となっていること確認される。 

 

 また、「対策器具の販売場所がわからない」、「方法がわからない」など、家具転対策の不認

知を示唆する回答率は低いことから、家具転対策そのものの認知は普及しているものと考え

られる。 

⑹ 東日本大震災における家具類の転倒・落下状況等 

 震災における家具の転倒・落下の有無を図 2-2-14に、家具の転倒・落下による負傷者の有

無を図 2-2-15 に示す。 

 家具類の転倒・落下については、栗原・大崎地域では６１％、郡山・須賀川地域では７５％

の回答者が発生したと回答している。また、栗原・大崎地域では家具類の転倒・落下に起因

する負傷があったと回答した世帯は１４世帯（２％）であり、郡山・須賀川地域では、３世

5%

9%

18%

4%

9%

10%

19%

6%

17%

45%

3%

21%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

家具の見た目が悪くなる

家具に傷をつける

壁に傷をつける

対策器具の販売場所がわからない

方法がわからない

時間がかかる

お金がかかる

むずかしそう

倒れても危険でない

転倒・落下しない

効果がないと思う

その他

無回答

7%

13%

17%

4%

8%

10%

13%

10%

18%

37%

6%

10%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

家具の見た目が悪くなる

家具に傷をつける

壁に傷をつける

対策器具の販売場所がわからない

方法がわからない

時間がかかる

お金がかかる

むずかしそう

倒れても危険でない

転倒・落下しない

効果がないと思う

その他

無回答

図 2-2-13 家具転対策を実施していなかった理由（震災前） 

【栗原・大崎】 【須賀川・郡山】 (N=549) (N=197) 

危険性を認知しない 

傷の忌避 

図 2-2-12 家具類別対策実施率 

【栗原・大崎】 【須賀川・郡山】 (N=631) (N=58) 
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帯（２％）であった。 

 図 2-2-16は、家具類別の転倒・落下状況を示したものである。両地域において、テレビの

転倒・落下が多いことが確認できる。これは、地上波デジタルへの移行に伴う薄型テレビの

普及が背景にあるものと推定される。また、タンスや本棚、食器棚など、重量のある家具が

多く転倒している。 

 テレビやタンスなど、重量物が転倒・落下している一方で、家具類の転倒・落下による負

傷者が多く発生していない理由として、地震の発生した時間帯と、地震の揺れ方の二つの要

因が考えられる。 

 

39%

16%

34%

49%

47%

24%

30%

18%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

食器棚

冷蔵庫

タンス

本棚

テレビ

パソコン

電子レンジ

その他

【栗原・大崎】 【須賀川・郡山】 (N=191) 

14
2%

674
93%

35
5%

あった 無回答 

なかった 

3
2%

182
95%

6
3%

あった 無回答 

なかった 

(N=723) 

191
75%

64
25%

あった 

なかった 

723
61%

447
38%

18
1%

あった 

なかった 

無回答 

(N=723) 【栗原・大崎】 (N=191) 

（負傷原因となった家具類の種別については無回答） 

【須賀川・郡山】 

42%
24%

45%
43%
47%

22%
29%

10%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

食器棚

冷蔵庫

タンス

本棚

テレビ

パソコン

電子レンジ

その他

2
0
0

2
1
1

2
2

0 2 4

負傷者数

（世帯） 

負傷有世帯数 

図 2-2-15 家具の転倒・落下による負傷者の有無 

図 2-2-14 家具の転倒・落下の有無 

図 2-2-16 家具等別転倒・落下、負傷要因 

【須賀川・郡山】 (N=255) 【栗原・大崎】 (N=1,188) 
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 第一に、地震が発生した時間帯である。地震が発生した時間は日中１５時前であったこと

から、在宅していた人の数が尐なかっ

たと考えられる。さらに、在宅してい

ても、就寝時間帯や食事の用意をする

時間帯でなかったため、タンスなどが

置かれる寝室や、食器棚や電子レンジ

などが置かれる台所に人がいなかった

ことが、負傷者が尐なかった要因と考

えられる。 

 第二に、地震の揺れ方である。東北

地方太平洋沖地震は海溝型地震であっ

たことから、直下地震のように急激に

短時間で大きな震度に達せず、地震を

感じてからから最大震度に達するまで

数十秒の時間があったことが確認され

ている。図 2-2-17中の赤線は、栗原市

における震度の時系列を示したもので

ある。震度１の有感地震を記録してか

ら、震度５に達するまでは約２５秒、最大震度の７に達するまでは約８０秒の時間があった

ことが確認できる。このため、地震を感じてから、家具の転倒・落下が発生するまでに、危

険を感じて家具類から離れるなどの身体防護措置をとることができたことから負傷者が尐な

かったものと推察される。 

⑺ 震災後における家具転対策の実施状況等 

 図 2-2-18は、震災後の家具転対策の実施状況及び家具転対策の実施意思について示したも

のである。震災後、栗原・大崎地域では４５％、郡山・須賀川地域では３８％の回答者が家

具転対策を実施したと回答している。また、アンケート実施時点で実施していないと回答し

た回答者のうち、実施する意思がありと回答したものを合せると、栗原・大崎地域では８３％、

郡山・須賀川地域では８１％に達している。震災により、地震に対する防災意識が大きく向

上しているものと考えられる。 

 また、図 2-2-19は、震災前に家具転対策を実施していないと回答した回答者のうち、震災

後における家具転対策の実施状況及び家具転対策の実施意思の回答をまとめたものである。

震災前に家具転対策を実施していなかったと回答した回答者のうち、震災を受け、栗原・大

崎地域では２８％、郡山・須賀川地域では３６％の回答者が震災後に家具転対策を実施して

いる。震災後に家具転対策を実施していない回答者でも、栗原・大崎地域では５２％、郡山・

須賀川地域では４３％の回答者が家具転対策を実施する意思があると回答している。 

 なお、本アンケートにより確認された震災前後の家具転対策実施率の変化は、図 2-2-20の

とおりである。実施率は、栗原・大崎地域で１３ポイント、郡山・須賀川地域で２８ポイン

ト向上している。 

（防災科学技術研究所） 図 2-2-17 震度時系列 

約 25 秒 

約 80 秒 栗原市 
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図 2-2-18(a)対策の実施状況及び対策意思（地震後） 

（地震後の対策実施・意思） （地震前の対策実施状況） 
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なし 

実施意思 

あり 
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あり 

実施意思 

なし 

(N=255) 

（地震後の対策実施・意思） （地震前の対策実施状況） 

図 2-2-19(a)家具転対策の実施状況及び実施意思 

（震災前に対策を実施していない） 

図 2-2-18(b)家具転対策の実施状況及び対策意思 
図 2-2-19(b)家具転対策の実施状況及び実施意思 

（震災前に家具転対策を実施していない） 
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図 2-2-20 家具転対策実施率の変化 
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83.8%

7.8%

4.5%

20.4%

2.2%

4.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自分や家族を守るため

時間をかけずにできるから

お金がかからないから

簡単にできるから

その他

無回答

⑻ 家具転対策を実施した家具 

 図 2-2-21は、震災後に家具転対策を実施した家具類の種類について示したものである。震

災で多く転倒・落下したと回答されたテレビ、食器棚、タンスに対する家具転対策を実施し

たと回答した回答者が多くなっている。今回の震災では余震が多く続いたことから、本震の

経験をもとに、多くのアンケート対象者が余震を警戒し、対策を実施したものと考えられる。

また、アンケート対象者の多くが、「地震は一度来たらしばらく来ない」とは考えず、地震に

対する具体的な対策行動をとっていることからも、防災意識の向上を窺うことができる。 

 

⑼ 家具転対策実施（意思あり）の理由（地震後） 

 図 2-2-22は、震災後に家具転対策を実施した又は家具転対策を実施してないが、実施しよ

うと思うと回答した回答者について、対策を実施した（対策を実施しようと思う）その理由

を示したものである。 

 最も多い回答は、「自分や家族を守るため」であり、今回の震災で家具類の転倒・落下によ

り負傷していなくても、家具類の転倒・落下に対する危険性を強く認識していることが確認

できる。次いで多い回答は「簡卖にできるから」であり、簡便性も家具転対策の実施に影響

を与えることが確認される。 

 

 図 2-2-23 は、震災の前後において、両地域における家具転対策の実施理由を比較したもの

である。地震の発生頻度が比較的高く、従前より住民の地震に対する防災意識が高い栗原・大

崎地域では、対策の実施理由について震災の前後で大きな差異は認められないが、これまで地

震による被害が尐なかった郡山・須賀川地域では、震災後では「簡卖にできるから」の割合が

１２ポイント減じ、「自分や家族を守るため」の割合が９.６ポイント上昇している。「大きな
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時間をかけずにできるから

お金がかからないから

簡単にできるから

その他

無回答

図 2-2-22 家具転対策を実施した理由（震災後） 

【須賀川・郡山】 【栗原・大崎】 (N=986) (N=207) 
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図 2-2-21 家具転対策を実施した家具類（地震後） 

【須賀川・郡山】 【栗原・大崎】 (N=532) (N=97) 
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地震は来ない」と考えられていたため今回の震災に対する印象が強く残り、より強く地震時に

おける家具類の転倒・落下の危険性の認知が向上したものと推察される。 

 

⑽ 家具転対策実施意思なしの理由（震災後） 

 図 2-2-24は、震災の前後において対策実施意思がない回答者について、その理由を示した

ものである。両地域において、最も多い回答は「転倒・落下しない」である。次いで多い回

答は「倒れても危険でない」となっており、家具類の転倒・落下の危険性への認知が低いこ

とが、家具転対策の実施意思を有しない最も大きな要因になっていると言える。 

 図 2-2-25は、年齢層別の全アンケート対象者に対する「転倒・落下しない」や「倒れても

危険でない」と回答した回答者の割合を示したものである。栗原・大崎地域では、若年齢層

及び高齢層において、家具の転倒・落下に対する危険性を認知しない傾向が窺える。一方、

郡山・須賀川地域では、高齢層が突出して危険性を認知しない傾向が確認される結果となっ

ている。従来地震が尐ないと考えられていた地域であり、対策のための支出等への躊躇があ

るとともに、特に長年住み暮らした高齢者において、地震に対する意識の低さが根強く残っ

ているためと推察される。 

 また、震災前にも大きな地震を経験している栗原・大崎地域では、「効果がない」など、対

策の有効性に対する疑問も多くなっている。度々の地震で、対策をとっていたものの効果が

なかった（転倒・落下した）経験や、これまで地震時に家具が転倒しなかったことによる可

能性が考えられ、当該地域の住民に対しては、効果のある対策の手法を具体的に指導してい

く必要があると考えられる。さらに、８６％の回答者の自宅所有形態が戸建（持家）であっ

ても、家具や壁に傷をつけるなどの対策の副作用的な要因が、家具転対策の実施意思に対し

負の影響を与えていることが確認される。 

83.8%

7.8%

4.5%

20.4%

2.2%

4.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自分や家族を守るため

時間をかけずにできるから

お金がかからないから

簡単にできるから

その他

無回答

(N=986)

図 2-2-23 対策を実施した理由の比較 
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⑾ 家具転対策実施器具の認知率等 

 図 2-2-26は、家具転対策器具の認知及び使用状況について示したものである。両地域にお

いて、Ｌ型金具やポール式など、タンスや本棚などの大型・重量家具に使用する対策実施器

具について、広く認知されていることが確認される。また、家電製品に用いられることが多

いマット式は、認知され、またその簡便性から、最も多く用いられているものと考えられる。 

 

 

 

図 2-2-26 対策実施器具の認知及び使用の状況 

【栗原・大崎】 【須賀川・郡山】 (N=1,188) (N=255) 
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４ まとめ 

⑴ 震災後の転倒防止対策の重要性の認識の向上 

 震災前、過去に地震で被害を受けた地域では、家具転対策実施率が高く、反対に地震被害

が尐なかった地域では、家具転対策実施率が低い傾向にあった。 

 しかし、震災後、栗原・大崎地域では転倒防止実施率が５３％から６６％、郡山・須賀川

地域では２２％から５０％に向上している。これは震災により住民の危機意識が高まり、家

具転対策の実施率に影響を大きく与えるなど、防災意識が大きく向上したものによると考え

られる。 

⑵ 東日本大震災における家具類の転倒・落下状況等 

 家具類の転倒・落下は、栗原・大崎地域では６１％、郡山・須賀川地域では７５％の世帯

で発生したと回答している。両地域において、タンスや本棚、食器棚など、重量のある家具

や、テレビの転倒・落下が多い。テレビは、地上波デジタルへの移行や薄型テレビの大型化

が背景にあるものと推察される。 

⑶ 家具類の転倒・落下による負傷者が尐ない理由 

 今回の震災では、地震規模、建物被害数に比べ、負傷者が尐ない主な理由として次の２項

目が考えられる。 

 第一に、地震が発生した時間帯が日中１５時前であったことから、在宅していた人の数が

尐なく、就寝時間帯や昼食時間帯でなかったため、寝室や台所に人がいなかったことが、負

傷者が尐なかった要因であると考えられる。 

 第二に、今回の地震は海溝型地震であったことから、直下地震のように急激に短時間で大

きな震度に達せず、地震を感じてからから最大震度に達するまで数十秒のリードタイムがあ

った。このため、地震を感じてから、家具の転倒・落下が発生するまでに、家具類から離れ

るなどの身体防護措置をとることができたものと推察される。 

⑷ 家具転対策実施の主な実施理由と対策を実施していた家具 

 最も多い回答は、「自分や家族を守るため」であり、家具類の転倒・落下により負傷を防ぐ

という意識が対策の実施に直接結びついている。更なる家具転対策の普及のためには、自分

や家族を守る地震対策として重要であることを周知していくことが効果的であると考えられ

る。 

 家具転対策を実施していた家具類では、「食器棚」、「タンス」が最も多い。これは、就寝中

の安全や食器棚内のガラスや陶器の落下による負傷を防ぐ意識によるものと推察される。ま

た、「テレビ」への対策実施率が高い。近年、多くの家庭で薄型テレビが普及しており、買い

替え時機に併せて対策を実施したためと推察される。 

⑸ 家具転対策未実施の理由 

 最も多い回答は「転倒・落下しない」と「倒れても危険でない」であり、家具類の転倒・

落下の危険性を認知しないことが、転倒防止対策を実施しない最も大きな要因となっている。 

 年齢層では、若年齢層及び高齢層において、家具の転倒・落下に対する危険性を認知しな

い傾向が窺える。これは、過去、地震時に家具が転倒しなかった経験や従来地震が尐ない地
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域に居住していたため、特に高齢者において、地震に対する意識の低さが根強く残っている

ためと推察される。 

⑹ マスコミや広報誌、防災訓練での啓発が有効 

 家具転対策実施のきっかけで最も多いものは、「テレビ（報道）や本」であり、マスコミな

どによる住民への周知が効果高い。次いで多い回答は「行政の広報紙やパンフレット」と「防

災訓練等」であり、行政広報誌や防災訓練等の防災イベントに併せた積極的な広報が効果的

である。 

⑺ 効果的な家具転対策の普及の重要性 

 今回の震災前に大きな地震を経験している地域では、家具転対策を実施していたが、効果

がなかった（転倒・落下した）経験から、転倒防止対策の有効性に疑問を抱いている住民が

いると推察される。これらの住民に対しては、壁の強度ある部分への取付など、効果的な対

策の手法を具体的に示していく必要がある。また、持家であっても、壁に傷をつけることに

対する対策への躊躇が見受けられることから、家具転対策の重要性についても引き続き周知

していく必要がある。 
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第３節 東日本大震災に伴う仙台市内の建物被害ヒアリング調査結果 

１ 実施時期 

 平成２３年６月 

２ 実施場所 

 仙台駅を中心とする概ね３ｋｍ圏内の区域（仙台市青葉区、若林区、宮城野区） 

３ 調査対象物概要 

 建物構造・階層、用途及び地震発生時在館人数は以下のとおりである。 

 

表 2-3-1 建物構造・階層 

建築基準法 構 造 計 1又は 2階 3～5階  6～10階 11～14階 15階以上 

新耐震基準 

（1981.6以降） 

耐 震 構 造 20 3 1 9 3 4 

制 振 構 造 7 － － － 3 4 

免 振 構 造 6 － －  － 1 5 

旧耐震基準 

(1981.6以前） 

未 補 強 11 － －  7 2 2 

耐震補強済 5 － 1 4 － －  

計 49 3 2 20 9 15 

 

 

４ 実施結果 

⑴ 家具転対策の実施状況 

ア 震災前の家具転対策実施状況 

 本調査では、図 2-3-3 に示すとおり、震災前に

家具転対策を実施していた対象物は、４９対象物

中２７対象物であった。 
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教育・学習支援業 

2％ サービス業 

18％ 

複合用途 

41％ 

共同住宅 

12％ 

(N=49) 

図 2-3-1 建物業態別割合 図 2-3-2 地震発生時在館人数 
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図 2-3-3 家具転対策実施状況 
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 ５割を超える対象物で家具転対策を実施しており、１９７８年宮城県沖地震など、過去

に経験した地震被害の教訓から防災意識が高いためと考えられる。 

イ 家具類別の対策実施状況 

 家具類別の家具転対策の実施率では、

キャビネット及びサーバラックが半数

に達している。書棚、更衣ロッカーは

約４割、スチールラックは約３割で家

具転対策がなされており、背の高いも

のなど転倒すると被害が大きくなるも

のに実施されている傾向にある。また、

サーバラックは精密機器を設置してい

るため、振動に対しては十分注意を払

う必要があることから、家具転対策が行われていたと考えられる。 

⑵ 家具転対策実施のきっかけ 

 家具転対策を実施したきっかけについては、「報道やマスコミ」、「行政のパンフレット」

などが多く、家具転対策実施に行政やマスコミの広報啓発効果があったものと考えられる。 

 また、「過去の地震の経験から」、「必ず地震が来ると思っていた」との回答から、地震に

対する危機感を持っている人が多い。 

 その他に「知人や取引先に勧められて」、「本社の指示」、「ビルの方針」、「防災管理者から

の指摘」などの回答があったことから、対象物の責任者や管理者に家具転対策実施の促進を

働きかけることで、実施率の向上につながると考えられる。 

⑶ 家具転対策の実施理由 

 家具転対策の実施理由を図 2-3-5 に示

す。「社員・顧客の安全のため」が最も多

く、対策を実施している対象物は、安全

管理について重点をおいて対策を実施し

ている対象物が大半であった。家具転対

策が、地震対策の中でも人命安全に対す

る対策であるため、重要性が認識されて

いるものと考えられる。 

⑷ 家具転対策の未実施理由 

 家具転対策の未実施の理由では、「家具が転倒・落下しない」がもっとも多く、「必要性を

感じなかった」という回答もあった。家具転対策を実施していなかった対象物では、過去の

地震で家具類の転倒・落下が発生しなかった経験から、今後、地震が発生しても家具類の転

倒・落下は発生しないと考えているなど、家具転対策の必要性を認識していない傾向が窺え

る。 

⑸ 家具類の転倒・落下及び移動状況 

ア 家具類の転倒・落下の割合 

図 2-3-4 家具類別対策実施状況 

図 2-3-5 家具転対策の実施理由 

39.1%

50.0%

36.6%

22.2%

18.6%
18.6%

50.0%

19.1% 16.7%

29.7%

14.9%

23.1%

15.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

書
棚

キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト

更
衣
ロ
ッ
カ
ー

パ
ー
テ
ィ
シ
ョ
ン

パ
ソ
コ
ン

コ
ピ
ー

サ
ー
バ
ラ
ッ
ク

テ
レ
ビ

冷
蔵
庫

ス
チ
ー
ル
ラ
ッ
ク

机 商
品
陳
列
棚

そ
の
他

23

2

1

1

2

4

3

0 5 10 15 20 25

社員・顧客の安全のため

事業継続のため

時間をかけずにできるから

お金がかからないから

簡単にできるから

防災計画に定められているから

その他



 

37 

第２章 東日本大震災に伴う調査結果 

 図 2-3-6 に家具類の転倒・落下・移動の発生割合を示す。家具類の転倒・落下及び移動

があった対象物は４０棟であり、調査対象物の８割以上の対象物で家具類の転倒・落下・

移動が発生していた。 

 転倒・落下・移動がなかった建物は、免

震構造５棟、制振構造１棟、耐震構造で完

全家具転倒防止対策１棟、耐震構造２棟で

あった。 

イ 構造別の転倒・落下・移動状況 

 家具類の転倒・落下は、旧耐震基準の建

物全てで発生している。また、新耐震基準

建物でも約７割の対象物で転倒・落下が発

生している。家具類の移動は、旧耐震基準建物では新耐震基準建物の約２倍の発生率であ

った。 

 

表 2-3-2 構造別家具類の転倒・落下率、移動率 

建築基準法 構 造 転倒・落下率 移動率 

新耐震基準 

（1981.6以降） 

免 震 構 造 16.7％ 

69.7％ 

0.0％ 

33.3％ 制 振 構 造 85.7％ 28.6％ 

新 耐 震 構 造 80.0％ 45.0％ 

旧耐震基準 

(1981.6以前） 

旧 耐 震 構 造 100.0％ 
90.0％ 

72.7％ 
75.0％ 

耐 震 補 強 済 80.0％ 80.0 

 

ウ 家具類の転倒・落下・移動が顕著に確認された最下階 

 本調査の対象地域の震度は、６強～６弱の地域であった。調査対象物に対し、顕著に家

具類の転倒・落下・移動が発生した最も低い階層をヒアリングした。 

 免震建築物では、６棟中、５棟で室内被害がなかったとの回答があり、被害があったと

回答した１棟では、中間階から家具類の転倒・落下・移動があったと回答している。 

 制振構造の建築物では、７棟中６棟で室内被害が発生している。これらの建物では概ね

建物の中間階から顕著に転倒・落下が発生したと回答している。特に３０階建て以上の建

物では、１５階あたりから上の階で顕著に家具類の転倒・落下・移動が発生したと回答し

ている。 

 耐震建築物では、９割以上の建物で、家具類の転倒・落下・移動が発生したと回答があ

った。被害がなかったと回答した建物は、家具類の転倒・落下・移動対策を行っていたた

め被害がなかったと回答している。被害のあった建物のうち、約６割の建物が中間階から

上で家具類の転倒・落下・移動が発生したと回答している。なお、この地域の震度が６強

～６弱であったため、１～２階建の建物においても、家具類の転倒・落下・移動が発生し

たとの回答があった。 

図 2-3-6 家具類の転倒・落下・移動状況 

あった 

なかった 
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エ 家具類別転倒・落下・移動状況 

 家具類の転倒・落下については、室内を仕切るパーティション、事務室内の書架、キャ

ビネット、テレビ及びパソコン等が多く転倒している。特に、パーティションや書棚など

大きく重量があり、重心の高い家具類の転倒率が高い傾向にある。この他、物販店舗では、

陳列棚の転倒率が高く、マネキンや商品ディスプレイの転倒・落下・移動が発生している。 

 事務所・ホテルなどでは、テレビやパソコンなど机や台の上に設置させているものが多

数転倒・落下している。 

 家具類の移動については、コピー機が最も多かった。コピー機は、キャスターが付いて

移動しやすい機構となっているため、横揺れの地震動により移動が起こったものと考えら

れる。揺れの最中に身を伏せていた人の体に移動したコピー機が当たり、負傷原因となっ

た事例もあった。この他、商品陳列棚や冷蔵庫など、キャスター付の重量のある什器の移

動があった。机は、揺れにより引き出しが飛び出し、前に倒れる事例があった。本震後、

余震での再被害を防止するため、机の引き出しについては、地震による飛び出し防止のた

め、常時施錠しておくよう指示している事業所もあった。 

 書棚など、大きく重量のある家具類は、転倒・落下しやすいが移動しにくく、コピー機

などのキャスターの付いた機器は、移動しやすいが転倒・落下しにくい傾向にあった。家

具類別の転倒・落下・移動の発生割合を図 2-3-8に示す。 

【５階建以上の耐震建築物】 

 
図2-3-7 家具転倒・落下・移動が顕著にあった最下階 

 

（家具類の転倒・落下・移動はなし） 

家具類の転倒・落下・移動が顕著に確認された最下階 
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オ 階層別の転倒率 

 大型の家具である書棚、キャビネット、更衣ロッカー、パーティション、スチールラッ

クの７割以上が６階以上の階で転倒が発生している。大型家具は、高層階での横揺れによ

って倒れやすくなるためと推察される。大型家具類の転倒・落下率を図 2-3-9に示す。 

 

カ コピー機の階層別の移動率 

コピー機の移動率を図 2-3-10

に示す。 

建物用途が事務所であり、コピ

ー機の移動があったと回答した事

業所では、コピー機の移動が発生

した階層の約６割が６～１４階で

あり、６階以上では約９割となっ

ている。今回の地震は横揺れが大

きく周期や継続時間の長い地震動

であったため、コピー機などのキャスターがついたものが動きやすく、特に高い層階にお

いて移動が発生する傾向にあった。 
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図2-3-9 大型家具類の階層別転倒率 

 

図2-3-8 家具別転倒・落下・移動率 
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35％ 
(17) 
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(8) 
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39％ 
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図2-3-11 地震後の家具転対策実施状況 

 

 実施済み(a+b+c) 

 a.新規対策実施 

 b.更に対策追加 

 c.震災前から対策実施 

 

 実施していない(d+e) 

 d.今後実施予定 

 e.予定なし 

⑹ 震災後の家具転対策の実施率等 

ア 家具転対策の実施率 

 震災後の家具転対策の実施状況を図

2-3-11 に示す。震災後に家具転対策を実施

していると回答した対象物は６５％であっ

た。このうち、「新規対策実施」が１０％、

「震災前から実施しており、更に対策を追

加した」が３９％、「震災前に実施済み（現

状維持）」が１６％であった。震災前の家具

転対策の実施率の５５％（図 2-3-3）より  

１０ポイント増加している。実施していな

い建物は、３５％であるが、うち１８％が

今後実施する予定と回答し、１６％が実施

の予定がないと回答した。実施している対象物と対策意思を有すると回答した対象物を合

わせると８４％となり、震災により防災意識が向上し、対策の必要性の認識が高まったこ

とが確認される。 

イ 家具転対策の実施理由（震災後） 

 家具転対策の実施及び実施意思有りの

理由としては、「社員・顧客の安全のため」

がもっとも多く、震災後、重要性が再認

識されていると言える。 

 その他の項目では、実際に損害を受け

たことを受け、「物損被害を抑える」とい

う回答があった。家具転対策の実施（実

施意思ありを含む。）理由を図 2-3-12 に

示す。 

ウ 家具転対策の未実施理由（震災後） 

 家具転対策の未実施の理由としては、「転倒・落下しない」という回答があったが、これ

は、これまでの地震や今回の震災で室内被害を受けなかったために、今後の地震において

も家具類が転倒・落下しないという認識によるものである。 

 なお、「建物改修の問題があり、家具転対策まで話が及ばない」、「天井の落下対策を第一

に考える」など、建物自体の対策に優先度があり、調査実施時点では家具転対策まで考え

る余裕がない状態を示す回答も複数あった。 

⑺ 家具類別の家具転対策実施状況（震災後） 

 震災後の家具類別の家具転対策実施状況を図 2-3-13に示す。震災後に家具転対策を行った

家具類の割合は、テレビが最も高かった。次いで書棚、キャビネットの順となった。テレビ

の対策実施の割合が多かった理由では、対策器具の購入や取付けが比較的容易なため、早い

段階で対応したとの回答が多かった。また、ホテルなどでは多数のテレビを設置しており、
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図2-3-12 家具転対策の実施理由（震災後） 
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図2-3-14 負傷者発生原因 

 

（人） 
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家具類の転倒

落下物（天井・空調）

本人転倒

やけど

多いところでは一対象物で１００台以上の転倒被害が生じ、被害額も大きいことから、「余震

対策として早急な対応が必要であったため」との回答もあった。 

 書棚、キャビネットは、各建物の管理部門等の事務室に数多く設置され、今回の震災でも

多く転倒したため、事務の早期再開と余震被害の軽減対策として早急に対策が実施されたも

のと考えられる。 

 

⑻ 人的被害の状況 

 今回の震災では、地震の規模に比べて建

物内での負傷者が尐ない傾向にあった。こ

れは、今回の地震が海溝型地震であったた

め、直下地震と異なり揺れ始めから最大震

度になるまで３０～６０秒程度の時間が

あったこと、さらに、建物内の人が、緊急

地震速報の情報を、建物が導入していた専

用受信機あるいはテレビやラジオで入手

していたため身の安全を図ることができたことが、人的被害が尐なかったことにつながった

と考えられる。 

 また、阪神・淡路大震災と比べて、物が転倒・落下しやすい周期１～２秒の地震波があま

り卓越していなかったこと、ホテルなど多数の来客がある施設においては、来館者の比較的

尐ない時間帯に地震が発生したことが、人的被害の尐なかった要因と推察される。 

 今回の調査において負傷者は１０人であった。地震による負傷要因については図 2-3-14に

示すとおりである。最も多い要因は避難時の本人転倒であり、次いで天井や空調設備の落下

であった。なお、多数の建物で天井落下が発生している一方で、天井の落下による負傷者が

尐なかった理由としては、天井が一度に落下せず、徐々に剥がれるように落下したため、避

難又は身体防護措置を取る時間があったことが考えられる。 

 家具類の転倒による負傷者は１名であり、キャビネットが転倒した際に負傷したものであ

った。また、やけどによる負傷者は、飲食店で調理中にやけどを負ったものであった。 

 エレベーターの閉じ込めによる被害は１件であった。エレベーター制御装置が緊急地震速

報と連動しているものを導入している対象物が多く、自動的に最寄りの階へ緊急停止してい
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図2-3-13 家具類の転倒・落下防止対策実施家具類 
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たことが、閉じ込め事故の尐なかった要因の一つである。 

 

⑼ 防災教育の必要性の認識 

 今回の調査対象物では、多くの事業所で日頃から防災訓練を実施していた。防災教育の必

要性については、「非常に必要」と回答した事業所が５３％、「必要」と回答した事業所が４

７％であった。今回の震災により、防災教育の必要性の認識がより一層高まったと考えられ

る。 

⑽ 建物被害状況 

ア 建築構造別被害状況 

 今回の調査した対象物では、多くは内壁の亀裂や外壁の剥離など軽微な被害が主であっ

た。建物の全壊被害は１棟であり、半壊が５棟、一部破損が１４棟、軽微な被害が２４棟、

被害なしが５棟であった。半壊の建物では、建物のエキスパンションジョイント部の被害

が多く見受けられた。半壊以上の大きな被害を受けた建物は、１９８１年６月以前の旧耐

震基準の建築物であった。 

 建築構造別被害状況を表 2-3-3に示す。 

表 2-3-3 建築構造別被害状況 （件） 

建築基準法 構 造 全壊 半壊 
一部 

破損 

軽微な 

被害 

被害 

なし 
計 

新耐震基準 

（1981.6以降） 

耐 震 構 造 0 2 5 13 0 20 

制 振 構 造 0 0 1 4 2 7 

免 震 構 造 0 0 0 5 1 6 

旧耐震基準 

(1981.6以前） 

未 補 強 1 1 6 2 1 11 

耐震補強済 0 2 2 0 1 5 

計 1 5 14 24 5 49 

 

イ 建物階層別の被害状況 

 建物階層別の被害状況を表 2-3-4 に示す。高層の建物ほど被害が発生している傾向があ

るが、低層でも物販等の大規模空間の建物の場合、天井が大規模に落下するなど大きな被

害も確認された。また、多くの対象物で一部破損又は軽微な被害があったが、制振構造ま

たは免震構造の建物では、高層の建物であっても、被害がない対象物もあった。 

     表 2-3-4 建物階層別被害状況 （件） 

階層 全壊 半壊 
一部 

破損 

軽微な 

被害 

被害 

なし 
計 

1又は 2階建物 0 1 0 2 0 3 

3～5階建物 0 1 0 1 0 2 

6～14階建物 1 3 12 10 3 29 

15階以上建物 0 0 2 11 2 15 

計 1 5 14 24 5 49 
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ウ 建築構造別の被害発生状況 

 建築構造別の被害発生状況を図 2-3-15に示す。内壁の剥離・亀裂は、全構造で多く発生

し、扉の開閉困難については、免震構造を除く各種構造の約３割で発生している。天井の

落下については、免震構造では発生はなく、制振構造では発生があったものの、他の構造

と比べて尐なかった。ガラス破損は制振・免震構造で発生していない。なお、新耐震基準

以降の建物については、ガラスの開口部枠のシーリングがパテ剤から樹脂剤に替わったた

め、柔軟性が向上し、ガラスの破損は起こらなかったものと推察される。 

 

エ 建物階層別被害発生状況 

 建物階層別の被害発生状況を図 2-3-16に示す。内壁剥離・亀裂は全階層の建物で発生し

ている。天井の落下は低層の建物に多く発生し、高層の建物になるに従って発生率が減尐

している。これは、今回の調査では、低層の建物は大空間を有しており、天井が影響を受

けやすい構造であったことが考えられる。扉の開閉困難についても低層の建物に多く発生

し、高層の建物になるに従って発生率が減尐している。ガラス破損は低層の建物では発生

していない。 

 
図2-3-16 建物階層別の被害発生状況 

 

図2-3-15 建築構造別の被害発生状況 
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⑾ 消防用設備の被害状況 

図 2-3-17に消防用設備の被害状況を示す。誤作動が起きた消防用設備は消火器、スプリン

クラー設備（SP）、泡消火設備、自動火災報知設備（自火報）及び防火戸であった。SP は設

置数の半数に被害があり、配管からの漏水が大半であった。地震により配管への負担が大き

くかかり変形または切断が起きたものと考えられる。防火戸は自火報の誤作動に連動し、誤

作動が発生した。防火戸閉鎖後、開閉障害が生じ、扉が動かなくなる被害や防火戸が外れて

しまう被害があった。誘導灯や防煙垂壁などは落下する被害が大半であった。 

 

５ 本調査のまとめ 

⑴ 震災により家具転対策の重要性の認識が向上 

 本調査では、家具転対策の実施率は、震災前後で５５％から６５％に向上している。本震

の経験に加え、その後続いた余震を経験したことにより、地震に対する危機意識が向上した

ことによるものと考えられる。 

⑵ 高い階層ほど、家具類の転倒・落下・移動が発生 

家具類の転倒・落下は、６～１０階の建物で約６割、１５階以上建物では約５割において

発生しており、免震構造建物を除くと約９割で被害が発生している。 

家具類の移動は、６～１０階の建物では家具の移動が６割以上、１５階以上建物では約４

割において発生しており、免震構造建物を除くと約６割で被害が発生している。このことか

ら、低層階に比べて高層階においては、家具類の転倒・落下・移動が発生しやすい傾向にあ

ると考えられ、高層階における室内安全対策を検討する必要がある。 

⑶ 大きく重い家具類は転倒しやすく、キャスター等のついた家具類は移動しやすい 

 書架、キャビネット、更衣ロッカー、パーティションなど、大型の家具は転倒・移動しや

すく、コピー機などキャスター付きのものは移動しやすい傾向が確認された。 

⑷ 震度６弱地域の約８割の調査対象物で家具類の転倒・落下・移動が発生 

今回調査した地域は仙台市内の震度６弱の地域であり、約８割の調査対象物で家具類の転

図2-3-17 消防用設備の被害状況 
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倒・落下・移動が発生した。今後発生が危惧される首都直下地震などでは、東京においても

広域で震度６強の震度が予測されていることから、家具類の転倒・落下・移動防止対策につ

いて、引き続き周知・指導していく必要がある。 

⑸ 家具転対策未実施の理由 

 家具転対策を実施しない理由で最も多いものは、「転倒しない・落下しないと思う」という

危険性を認知しないことであった。「過去に発生した宮城県沖地震や宮城県北部地震で家具類

の転倒が発生しなかった経験から、対策の必要性を感じない」という回答も多くあったが、

これまで家具類が転倒しなかったことが今後も転倒しない理由とはならないことを踏まえ、

対策の必要性について周知する必要がある。 

⑹ マスコミや広報誌、防災訓練での啓発が有効 

 家具転対策実施のきっかけで最も多いものは、「テレビ（報道）や本」であり、マスコミな

どによる住民への周知効果が高い。このため、年齢層に即した広報媒体による広報を行って

いくことが重要である。 

 また、次いで多い回答は「行政の広報紙やパンフレット」と「防災訓練等」であり、行政

広報誌や防災訓練等の防災イベントに併せた積極的な広報が、効果的な啓発であると考えら

れる。 

⑺ 本調査における建物管理者等からの主な意見 

 今回の調査した４９棟の建物管理者が地震による教訓として、挙げた主なものは次のとお

りである。（◎は多数の建物管理者等が挙げた項目） 

◎水・食糧等の非常用品の備蓄 

◎連絡手段の確保や情報共有手段の確保（安否確認含む） 

◎避難誘導の在り方について（屋外及び屋内避難の判断等） 

◎転倒防止対策の推進 

○高層階からの負傷者・急病人の搬送の困難 

○非常電源の確保及び懐中電灯等の照明器具の準備 

○地震防災教育の徹底 

○建物の耐震化の推進 

○帰宅困難者の受け入れ体制の検討 

○季節による対策（冬と夏では必要品目が違う） 

⑻ 本調査における被害と教訓のまとめ  
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